
治療と職業生活の両立等の支援
の現状について 

資料４ 





○ 「治療と職業生活の両立等の支援」（以下「両立支援」という。）とは、疾病を 
 抱える労働者に対して必要となる支援であり、具体的には、支援の段階に応 
 じ、以下の３つに分類できると考えられる。 
 ・ 疾病の重症化を防止するための支援 
 ・ 疾病により休職中の労働者が早期に職場復帰するための支援 
 ・ 復帰後も通院治療が必要な労働者が、治療と就労を両立させるための支援 

予防 
（重症化防止） 

早期の職場 
復帰 

復帰後の 
両立 

＜両立支援のイメージ＞ 

○ 現在、労働者（働く世代）に対する疾病対策・健康対策としては、疾病にかか 
 らないための予防・健康づくり、治療方法の開発や医療提供体制の確保といっ 
 た観点からの取組が進められている。 
 
○ 両立支援については、メンタルヘルスの分野では社会における認識が高まっ 
 ており、取組も進められているが、その他の疾病については、労災病院で先行 
 的な事例があるものの、今後、検討が必要な課題であると考えられる。 

治療と職業生活の両立等の支援について 
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主な職業関連疾患に罹患している労働者の総患者数 
（15歳～64歳の総患者数×年齢階級別労働力人口比率） 

（千人） 

出所：厚生労働省労働基準局調べ（平成２３年） 



労働災害発生状況の推移 

出所：厚生労働省労働基準局調べ（平成２３年） 

4,330 

3,725 

3,345 

3,302 
3,326 

3,077 
3,009 

2,912 
2,674 

2,588 

2,635 

2,572 
2,318 

2,342 

2,549 

2,419 

2,550 

2,489 
2,354 

2,245 

2,301 

2,414 

2,363 
2,078 

1,844  

1,992  

1,889 
1,790 

1,658 
1,628 

1,620 
1,514 

1,472 
1,357 

1,268 
1,075 

1,195 

272 

276 
275 

246 

261 

210 

186 
204 

174 

210 

184 

141  146  
165  

188  
182  

185  
196  

166  
183  

195  

228  

218  
227  

201  
214  

230  
225  

231  
249  

274 
265 

318 

293 
281 

228 

245 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 

重大災害の発生件数 

死亡者数 

347,407 

322,322 
333,311 

345,293 348,826 

340,731 

335,706 

312,844 

294,319 
278,623 

271,884 
257,240 

246,891 

232,953 
226,318 

217,964 
210,108 

200,633 
189,589 

181,900 
176,047 

167,316 

162,862 

156,726 
148,248  

137,316  

133,948 

133,598 

125,918 125,750 
122,804 

120,354 

121,378 

121,356 

119,291 

105,718 

107,759 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

昭和 平成 

重
大
災
害
の
発
生
件
数
（
件
）
 

死
傷
者
数
お
よ
び
死
亡
者
数
（
人
）
 

休業4日以上の死傷者数 



脳・心臓疾患の労災補償状況 

出所：厚生労働省労働基準局調べ（平成２３年） 
 

精神障害等の労災補償状況 
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出所：平成２１年定期健康診断結果調（厚生労働省） 



病気休職の状況① 

①病気休職から復帰した従業員について、その仕事での就業が困難とわかった事例の有無 

【n=2,373】 
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無回答 

②病気休職から職場復帰後、就業困難だった従業員への対応 
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結果的に退職した 

無回答 

【n=768】 

出所：労働条件の設定・変更と人事処遇に関する実態調査（平成１７年 （独）労働政策研究・研修機構） 



病気休職の状況② 

③病気休職から復帰条件が満たされないまま休職期間の上限が経過した場合の措置 
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上限期間経過時点で復帰条件が満たされないことを確認の上退職させる 

しばらく様子をみた上で就業困難な場合は退職させる 

ケースにより異なり一概に言えない 

無回答 

【n=2,373】 

出所：労働条件の設定・変更と人事処遇に関する実態調査（平成１７年 （独）労働政策研究・研修機構） 



離職の状況① 

出所：第５回中高年縦断調査（平成２２年厚生労働省） 

①最後にやめた仕事の離職理由 
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離職の状況② 

②年齢階級別にみた就業希望の有無 

「仕事をしたい」が仕事探しや開業準備などを「何もしていない」割合は、「５４～６３歳」全体で、２０．４％。 
 （５４～５９歳：２２．８％、６０～６３歳：１８．６％） 
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出所：第５回中高年縦断調査（平成２２年厚生労働省） 



離職の状況③ 

③「仕事をしたい」が「何もしていない」理由 
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出所：第５回中高年縦断調査（平成２２年厚生労働省） 



私傷病による休業者への支援の状況① 

出所：病気等のブランクを克服できる人事制度のための調査研究事業報告書（平成１９年厚労省委託事業） 
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①「私傷病に関する病気等休暇・休業制度（※）」の有無 

（※）ここでの「私傷病に関する病気等休暇・休業制度」とは「通常の有休休暇以外で、連続して１ヶ月以上、従業員が私傷病時 
   に利用できる休暇・休業の制度」であり、労働災害で患った傷病による休暇・休業制度は除く。 

【n=1,361】 

②「私傷病に関する病気等休暇・休業制度」における「制度上の最長休業期間」 
【n=762】 

（単位：年） 

  平均 最大値 最小値 

全体 2.3  32.3  0.1  

５０人未満 1.8  10.5  0.1  

５０～１００人未満 2.0  21.3  0.1  

１００～３００人未満 2.3  23.3  0.1  

３００～９９９人未満 2.5  32.3  0.1  

１０００人以上 2.7  23.0  0.1  



私傷病による休業者への支援の状況② 

出所：病気等のブランクを克服できる人事制度のための調査研究事業報告書（平成１９年厚労省委託事業） 

③「私傷病に関する病気等休暇・休業」期間中に「月例賃金は支給されるか」 
 （除く傷病手当金、共済からの手当金） 
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１００～３００人未満 

３００～９９９人未満 
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【n=797】 

  平均 最大値 最小値 

全体 2.0  22.5  0.1  

５０人未満 0.9  2.0  0.1  

５０～１００人未満 2.1  15.3  0.1  

１００～３００人未満 1.8  21.0  0.1  

３００～９９９人未満 2.3  22.5  0.1  

１０００人以上 2.2  5.0  0.1  

④「月例賃金（除く傷病手当金、共済からの手当金）」が支給される最長期間 

（単位：年） 
【n=134】 



私傷病による休業者への支援の状況③ 

出所：病気等のブランクを克服できる人事制度のための調査研究事業報告書（平成１９年厚労省委託事業） 

⑤「私傷病に関する病気等休暇・休業」期間中に「月例賃金（除く傷病手当金、共済からの手当金）」 
  の支給率は支給期間中に変わるか。 
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⑥休業期間中に支給される月例賃金は休業前の何％か（休業期間中に支給率が変わる企業の場合） 

【n=330】 

（単位：％） 【n=101】 

  最初の平均 変更後の平均 

全体 93.6  54.1  

１００人未満 90.3  60.8  

１００～３００人未満 96.4  56.8  

３００～１０００人未満      94.8  44.3  

１０００人以上 91.8  56.8  

※休業期間中に支給率が変わらない企業の場合は、全体平均で85.8％ 



両立支援に関するデータ（がん関係①） 

①がん診療連携拠点病院相談支援センターに寄せられる相談の内容（複数回答可） 

②「働くこと」に関する相談や話の内容（複数回答可） 

86.3% 

79.7% 

74.3% 

72.7% 

68.9% 

65.1% 

47.3% 

34.6% 

17.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

社会保障や経済面での相談 

治療方法や薬など医療に関する相談 

退院後の生活の仕方や食事に関する相談 

メンタル面での相談 

家族のサポートの仕方に関する相談 

病院以外で得られる支援に関する相談 

家族に対するケアに関する相談 

「働くこと」に関する相談 

その他 

64% 

39% 

30% 

25% 

25% 

18% 

15% 

14% 

11% 

8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

生活費・治療費、保険など経済面について 

仕事と治療の両立の仕方 

仕事復帰の時期 

仕事の継続・復帰に向けて準備の仕方 

継続・復帰後の仕事の仕方 

メンタル面について 

職場の人間関係 

家族のサポートの仕方 

就業支援のための職場の制度・体制について 

就業支援のための国や民間の制度・体制について 

出所：ＮＰＯ法人キャンサーリボンズ 就労支援プロジェクト（平成２１年） 

【n=315】 

【n=315】 



両立支援に関するデータ（がん関係②） 

出所：ＮＰＯ法人キャンサーリボンズ 就労支援プロジェクト（平成２１年） 

③「働くこと」に関する支援をする上での苦労（複数回答可） 

49.8% 

44.8% 

42.9% 

35.9% 

31.4% 

21.9% 

21.0% 

16.8% 

14.6% 

8.9% 

7.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

「働くこと」に関する法制度や社会保障などについて勉強できる機会がない 

相談・アドバイスをするための情報・資料が不足している 

がん患者さんの職場に関する情報がない 

「働くこと」の相談の専門家がいない 

「がん患者さんが働くこと」の大切さが社会的に認識されていない 

相談支援センターのスタッフが不足している 

病院外の専門家との情報交換がしにくい 

担当医が忙しすぎて協力を得にくい 

がん患者さんが相談にこない・相談したがらない 

医療部門との連携がしにくい 

他の病院の相談支援センターとの情報交換がしにくい 

【n=315】 



両立支援に関するデータ（がん関係③） 

④がんに罹患した場合の相談窓口の有無 ⑤がんの治療に関するマネージャー教育の実施 

⑥私疾病に罹患した従業員に対する柔軟な 
 雇用体制の提供 

⑦主治医と産業医の連携が不十分である理由 
 （複数回答可） 

18% 

62% 

15% 

5% 

あり 

なし 

わからない 

無回答 

1% 

98% 

している 

していない 

【n=219】 

16% 

82% 

2% 

柔軟雇用 

していない 

無回答 

【n=219】 

26% 

19% 

18% 

16% 

14% 

7% 
従業員から復帰を求める事

例がない 

現場の処理能力に問題が

ある 

個人情報を保護できない 

産業医の責務の範囲外で

ある 

企業内で職場復帰支援の

考えがない 

その他 

出所：独立行政法人労働者健康福祉機構（ＮＰＯ法人次世代育成ネットワーク機構 協力）による企業等への訪問等調査 
    （平成２１年、平成２２年） 

【n=219】 

【n=219】 



両立支援に関するデータ（がん関係④） 

43% 

12% 

19% 

2% 

15% 

38% 

76% 

54% 

35% 

51% 

19% 

12% 

27% 

63% 

34% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

従業員数１０００名以上 

従業員数３００～９９９名以下 

従業員数５０～２９９名以下 

従業員数４９名以下 

全体 

あり 

なし 

無回答 

⑧職場復帰について企業内の配慮の指導 

出所：独立行政法人労働者健康福祉機構（ＮＰＯ法人次世代育成ネットワーク機構 協力）による企業等への訪問等調査 
    （平成２１年、平成２２年） 

【n=219】 



出所：がん患者の就労に関するがん専門医の意識及び医療機関の支援体制についての調査（平成２４年） 

  あてはまる まあ、あてはまる 
あまり 

あてはまらない 
あてはまらない わからない 

１．専門医の意識や行動           

  

患者の勤務形態を知る 27.8  38.3  27.0  6.9  0.0  

会社を休まなくて受診できる配慮をする 38.2  44.9  13.8  3.0  0.1  

治療による仕事への影響を説明する 53.0  40.0  6.1  0.9  0.0  

患者には会社の上司に病気の見通しを説明し、理解を求める
よう伝える 

18.1  35.5  33.1  13.0  0.1  

会社への診断書に治療の見通しや必要な配慮を書く 25.7  44.8  23.8  5.6  0.2  

就労支援に看護師が関わることが望ましい 34.6  42.1  15.1  3.9  4.3  

就労支援に医療ソーシャルワーカーが関わることが望ましい 65.0  30.2  3.1  0.7  0.9  

            

２．所属する医療機関について           

  

問診票で患者の仕事に関する情報の記載を求めている 52.8  7.2  3.3  32.6  4.1  

予定時間通りに受診できる 18.9  40.0  24.9  15.6  0.6  

抗がん剤治療の日程を仕事の都合を考慮して決められる 9.5  32.4  32.7  22.9  2.4  

放射線治療の日程を仕事の都合を考慮して決められる 7.3  20.7  31.3  25.0  15.7  

看護師による就労に関する相談体制がある 8.6  20.2  29.3  35.7  6.2  

医療ソーシャルワーカーによる就労に関する相談体制がある 25.5  36.7  18.1  14.8  5.0  

（単位：％） 

【n=668】 
⑨専門医の意識や行動と、医療機関体での体制 

両立支援に関するデータ（がん関係⑤） 



両立支援に関するデータ（がん関係⑥） 

出所：がん患者の就労に関するがん専門医の意識及び医療機関の支援体制についての調査（平成２４年） 

 

専門医の意識や行動に関する設問 
 

○「あてはまる」、「まあ、あてはまる」と回答した医師が多かった項目 
 
  ・「就労支援に医療ソーシャルワーカーが関わることが望ましい」（９５．２％） 
  ・「治療による仕事への影響を説明する」（９３．０％） 
 
○「あてはまる」、「まあ、あてはまる」と回答した医師が少なかった項目 
 
  ・「患者には会社の上司の病気の見通しを説明し、理解を求めるよう伝える」（５３．６％） 
  ・「患者の勤務形態を知る」（６６．１％） 

○「あてはまる」、「まあ、あてはまる」と回答した医師が多かった項目 
 
  ・「医療ソーシャルワーカーによる就労に関する相談体制」（６２．２％） 
  ・「問診票で患者の仕事に関する情報の記載を求めている」（６０．０％） 
 
○「あてはまる」、「まあ、あてはまる」と回答した医師が少なかった項目 
 
  ・「放射線治療の日程を仕事の都合を考慮して決められる」（２８．０％） 
  ・「看護師による就労に関する相談体制がある」（２８．８％） 

 

所属する医療機関に関する設問 
 



両立支援に関するデータ（がん関係⑦） 

⑩がんと診断された後の収入と職業の変化 

出所：ＮＰＯ法人がん患者団体支援機構・ニッセンライフ共同実施アンケート調査（平成２１年） 

56% 

10% 

29% 

5% 

そのまま 

他の仕事 

無職になった 

その他 

1% 

58% 22% 

19% 
１ランク以上アップ 

変化なし 

１ランク以上ダウン 

収入なしになった 

○有職者の診断前後の職業変化 ○有収入者の診断前後の収入変化 

【n=83】 【n=106】 

※１ランク ＝200万円 

診断前 約３９５万円           診断後 約１６７万円  

平均年収の変化 



①職業状況 

②復職に関して患者が受けた支援 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

職業リハとの連携 

産業医との連携 

医療機関の支援 

14.3 

12.2 

22 

85.7 

87.8 

78 

あり なし 

23%

19%

12%
11%

9%

26%

職業リハ連携

産業医連携

職場訪問・調査

事業場連携

障害者雇用啓蒙

その他

③医療機関に行って欲しかった支援 

脳血管障害発症者の復職等の状況 

出所：九州労災病院研究チームが労災病院利用者約300名を対象に復職後１年半後に調査した結果 
    （平成１８年、平成１９年） 



両立支援に関するデータ（ウィルス性肝炎関係） 

①ウィルス性肝炎の早期発見のための取組 
 社内での肝炎に関する啓発活動の有無 

啓発活動あり 

57 
5% 

啓発活動なし 

1009 
93% 

回答なし 

19 
2% 

社内ＨＰ 

4 
7.5% 

社内報 

3 
5.7% 

行政ﾘｰﾌﾚｯﾄ

の配布 

30 
56.6% 

メール 

3 
5.7% 

その他 

13 
24.5% 

n=1,085 n=53 

②治療が必要な従業員への就業上の配慮 

あり 

215 
19.8% 

なし 

798 
73.5% 

回答なし 

72 
6.6% 

n=1,085 

③治療のための休暇制度 

あり 

124 
11.4% 

なし 

822 
75.8% 

回答なし 

139 
12.8% 

n=1,085 

出所：第２回肝炎対策推進協議会資料 
    ウイルス性肝炎治療のための病気休暇等に関するアンケート（平成２１年厚労省研究事業） 
 



両立支援に関するデータ（糖尿病関係①） 

①職場における医療スタッフとの関わり ～職場に産業医・看護師などの医療スタッフがいる場合～ 
 （就労糖尿病患者へのアンケート） 

②就業制限の有無（企業アンケート） 

47.2% 

68.8% 

52.8% 

31.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

非常勤産業医 

常勤産業医 

就業制限あり 

就業制限なし 

③就業制限の理由（企業アンケート） 

58.3% 

44.4% 

36.1% 

27.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

HbA1c高値、血糖コントロール不良 

合併症 

インスリン治療 

低血糖発作のため 

【n=349】 

【n=73】 

出所：産業医に役立つ最新の研究報告第１５回「糖尿病に罹患した勤労者に対する治療と就労の現状および両立支援」 
    （２０１１年１１月中部労災病院） 

35.5% 

37.4% 

48.1% 

64.5% 

62.6% 

51.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

あなたが糖尿病であることを知っているか 

糖尿病について相談出来るか 

あなたの治療状況を知っているか 

いいえ 

はい 



両立支援に関するデータ（糖尿病関係②） 

④糖尿病治療中の従業員の治療状況の把握（企業アンケート） 

出所：産業医に役立つ最新の研究報告第１５回「糖尿病に罹患した勤労者に対する治療と就労の現状および両立支援」 
    （２０１１年１１月中部労災病院） 

31.4% 

68.6% 

把握していない 

把握している 

4.2% 

8.3% 

77.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 

社外医療機関主治医からの連絡 

主治医へ企業からの問い合わせ 

本人からの申告 

（２）把握方法 

（１）把握の有無 

【n=73】 



28.2% 

13.0% 

9.8% 9.7% 

4.6% 

5.4% 

16.6% 

12.7% 全員復職できた 

ほとんど全員復職できた 

７～８割程度復職できた 

半分程度復職できた 

２～３割程度復職できた 

１割（以下）程度復職できた 

全員復職しなかった 

無回答 

32.9% 

43.1% 

17.4% 

6.6% 社内で復職に関する手

続きルールが定められ

ている 

人事担当者がその都度

相談してやり方を決め

ている 

復職は、それぞれの職

場の上司・担当者に任

せている 

無回答 

両立支援に関するデータ（メンタルヘルス関係①） 
①過去１年間においてメンタルヘルス上の理由により連続１ヶ月以上休業又は退職した労働者がいる事業場 

89.1% 

76.1% 

61.4% 

33.4% 

13.2% 

10.1% 

3.3% 

7.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

５０００人以上 

１０００～４９９９人 

３００～９９９人 

１００～２９９人 

５０～９９人 

３０～４９人 

１０～２９人 

全体 

出所：平成２２年労働安全衛生基本調査 

②過去３年間におけるメンタル不調者の復職割合 ③復職に関する事業場内のルール 

出所：職場におけるメンタルヘルス対策に関する調査（平成２２年（独）労働政策研究・研修機構） 
 



両立支援に関するデータ（メンタルヘルス関係②） 

④メンタルヘルス対策の取組状況 

心の健康対策に取り組んでいる事業所の割合は３３．６％、取り組んでいない事業所の割合は６６．４％となっている。 

取組内容 

出所：平成１９年労働者健康状況調査（厚生労働省） 
 

59.3% 

49.3% 

34.5% 

20.5% 

20.4% 

19.4% 

18.0% 

17.6% 

13.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

労働者からの相談対応の体制整備 

労働者に対する教育研修、情報提供 

管理監督者に対する教育研修、情報提供 

職場環境等の評価及び改善 

外部機関を活用した対策の実施 

メンタルヘルスケア担当者の選任 

職場復帰における支援 

対策についての衛生員会等での調査審議 

問題点を解決するための計画の策定と実施 

（労働者１０人以上の事業所） 
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